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令和７年度 事業報告書について 
令和７年度 事業報告書 

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで） 

 
Ⅰ  事業概要 

[令和７年度事業概要] 
 

令和７年度は、世界情勢の不透明感が続く中、大国の保護主義的な関税政策や輸出規制、円安

や物価の高騰、人手不足、賃金上昇など、企業の経営環境は依然として厳しい状況で推移した。

また、地球温暖化対策、SDGs、人口減少など、中長期的な社会課題への対応が引き続き求めら

れた一年でもあった。 

このような社会環境のもと、九州オープンイノベーションセンター（ＫＯＩＣ）は、企業が取

り組むべき課題のうち、ＧＸ（グリーントランスフォーメーション）やＣＮ（カーボンニュート

ラル）など喫緊の課題にも着目しつつ、オープンイノベーションによる企業のグローバル化・技

術開発・事業化支援、ベンチャー企業・スタートアップ企業の創出支援、地域企業の経営改革や

事業構想を担う人材の育成など、賛助会員をはじめ、頑張る中堅・中小企業の新しい時代に向け

た変革の基盤づくりに取り組んだ。 

例えば、グローバル化の支援としては、大阪・関西万博を活用したマレーシア・パビリオンで

のビジネスセミナー参加やマッチング支援、台湾からの来訪を受けイノベーションやスタート

アップ等について意見交換を行う等、海外のイノベーション拠点とのネットワーク形成を行った。 

技術開発・事業化支援では、コーディネータ体制を拡充し、研究開発型中小企業のニーズ発掘

からマッチング、中小企業庁の成長型中小企業等研究開発支援事業（Ｇｏ－Ｔｅｃｈ事業）等を

活用した研究開発、事業化までの一貫した支援を推進するとともに、環境・エネルギー分野、医

療機器・ヘルスケア分野等の九州戦略産業の振興の支援を行った。 

ベンチャー企業・スタートアップ企業の創出支援では、ギャップ資金提供等で大学のシーズを

起業に結びつけるベンチャー創出支援、大学・高専生の起業家精神の涵養を目的とするベン

チャー・ビジネスプランコンテストの支援を行った。 

人材の育成では、企業の経営改革や事業構想を担う経営層・ネクストリーダー層を対象に、生

成ＡＩをテーマとする実践的な講座を開催。また、電力・エネルギー分野の若手研究者に海外研

究交流支援を行った。 

加えて、ＧＸやＣＮの観点では、企業の脱炭素経営に向けたＣＯ２排出量算定や削減計画策定

に関するワークショップの開催やベトナムへのミッション派遣等を行った。 

またビジネス分野のイノベーションの観点から、さまざまな社会課題について公共性と収益性

を併せ持つ新しい事業形態であるソーシャルビジネスの普及促進のため講座を開催した。 

以上のようにＫＯＩＣは、九州全域を対象とする産業支援機関として、関係機関と緊密に連携

し、賛助会員をはじめとする、頑張る中堅・中小企業の新しい時代への変革を支えるため、広範

な事業を展開している。 
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[個別事業] 

１．振興支援事業                           ５６,３８１千円 

(1)世界のオープンイノベーション拠点との交流事業      【自主事業】 (８９３千円） 

オープンイノベーションにより革新的なビジネスモデルや製品、あるいはベンチャーが生ま

れている世界的なイノベーション拠点や成長著しい東南アジアのイノベーション拠点と交流す

ることにより、オープンイノベーションの発想や仕組みを活用するとともに、各拠点の企業や

投資家等と連携した新事業の創出を支援する。 

令和７年度は、マレーシア投資開発庁(MIDA)大阪事務所から大阪・関西万博訪問の要請を受

け、マレーシアに関心がある九州の企業を募り４月１５～１７日に大阪・関西万博ビジネスツ

アーを開催。４月１６日には万博のマレーシア・パビリオンにてビジネスセミナー参加及びビ

ジネスマッチングを行う等の交流を図った。併せてこれまで交流を図ってきたシンガポール及

びタイのパビリオンを訪問した。 

１０月には台湾の台北市電脳商業同業公會（Taipei Computer Association :TCA）２名、

TAIWAN STARTUP TERRACE １名、国立中山大學（NATIONAL SUN YAT-SEN  

UNIVERSITY Southern Taiwan Industry Promotion Center）２名が当センターに来訪され、

イノベーションやスタートアップ等について情報交換・意見交換を実施し、交流を図った。 

開催日/場所等 内 容 

2025.4.15～17 

大阪･関西万博 

参加者:20 名 

総合満足度:100% 

・4/15:大阪・関西万博で三菱未来館及び電力館他を見学 

・4/16:マレーシア・ビジネスセミナーに参加。参加企業の内、3

社が MIDA 大阪事務所とビジネスマッチングを行った。シンガ

ポール及びタイ他のパビリオンを見学 

・4/17:通天閣他の観光を行い、参加者との交流を深めた 

2025.10.10 

当ｾﾝﾀｰ会議室 

先方:5 名、当ｾﾝﾀｰ:4 名 

・当センターの概要をパンフレットにて説明 

・台湾各機関のイノベーションやスタートアップに関する取り組

みについてヒアリング 

・情報交換、意見交換 

 

(2)九州・大学発ベンチャー育成支援事業          【自主事業】（６,８１３千円） 
（うち JKA 事業１，４８８千円含む） 

大学発ベンチャー企業創出のため、平成２９年に「九州・大学発ベンチャー振興会議※（事務

局：KOIC）」が設立された。九州・沖縄・山口の大学、産業界、ベンチャーキャピタルをつな

ぐプラットフォームとして、ギャップ資金の拠出やアントレプレナーシップ教育等の提供を行

い、大学のシーズからベンチャー企業を創出するエコシステムの構築を図っている。 
 ※九州・大学発ベンチャー振興会議: (令和８年３月末現在) 

20 大学(準会員６大学含む:昨年度末対比+2)、2２事業会社（同△1）、11 金融機関（同±0）、
1 保険（同△1）、3ＶＣ（同±0）、6 経済団体（同±0）の計 6３機関で構成 

 

また、国立研究開発法人科学技術振興機構（JST）の大学発新産業プログラムに採択されたプ

ラットフォーム（通称 PARKS、２０大学が加入（主幹機関：九州大学、九州工業大学））とも

連携しエコシステムの充実を図っている。 
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具体的な活動としては８月に実務担当者による「第１０回九州・大学発ベンチャー振興実践

会議」を開催し、１４大学から３２件のシーズが提出された。また令和２年度から実施してい

る、企業ニーズから大学シーズを探索し、マッチングさせる事業では５企業から９件のニーズ

があり、それに対し１２件の大学シーズが提出された。現在マッチングを行い６件が協議継続

中、６件が協議終了となっている。 

企業からのギャップ資金に関しては、３２件の大学のシーズに対し２，４００万円を拠出

（うち KOIC は、９件のシーズに４５０万円を拠出）。 

２月には、代表者による「第１０回九州・大学発ベンチャー振興会議」を開催し、今年度の

活動報告を行った後、来年度も同様の活動を行うことが承認された。 

この他、本会議の成果として、過去に支援した大学のシーズの中から、今年度新たに 4 社

（合計３2社）のベンチャー企業が設立されたことが判明した。また、これまでの企業と大学の

マッチングの中から１３件の共同研究が開始されている。 

■ギャップ資金提供先のうち KOIC 提供先 

№ 大学 研究開発の名称 所属 研究者名 
提供額 

（千円） 

1 九州大学 炭酸アパタイト被覆チタンの創製 
歯学研究院 

生体材料学分野 
石川 邦夫 500 

２ 九州工業大学 
易解体およびリサイクル可能な高機能

リワーク対応光学接着剤 

工学研究院 

物質工学研究系 
吉田 嘉晃 500 

３ 熊本大学 
金属ナノ粒子複合カーボン球状粒子の

開発 
大学院先端科学研究部 杷野 菜奈美 500 

4 大分大学 

日本初常時運用型移動式検査ラボ 

(POCT カー) 

-地域と災害に寄り添う医療サービス- 

医学部 

先進医療科学科 
八尋 隆明 500 

５ 宮崎大学 再生ナノキチンの社会実装 工学部 井澤 浩則 500 

６ 福岡大学 
マイコプラズマ感染腫瘍診断キットの

開発 
薬学部 西中川 拓也 500 

７ 福岡工業大学 
植物・生物器官の健康状態の新規リア

ルタイム診断システムの開発と事業化 

工学部 

生命環境化学科 
呉 行正 500 

８ 福岡工業大学 
ユーザの嗜好を理解するバーチャルメ

イクアップシステム 

情報工学部 

情報マネジメント学科 
竹之内 宏 500 

９ 九州産業大学 

企業の健康経営に向けた、「博物館浴

®」メンタルヘルス支援プログラムの

開発 

地域共創学部 緒方 泉 500 

    提供金額計 4,500 
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■振興会議にシーズを提出後、設立されたベンチャー企業（今年度把握分） 

№ 大学 研究開発の名称 提出年度 設立企業名 設立時期 

1 九州大学 
在来天敵を用いた畜産害虫サシバエの防除法の

開発 
R4 年度 ㈱Arthron R7 年 2 月 

２ 鹿児島大学 
地方産地魚類市場の省力化・迅速化の実現～水

産物取引システム 
R3 年度 ㈱ZIFISH R7 年 1 月 

３ 福岡工業大学 
高齢者自立支援のための俳句を利用した対話シ

ステム 
R5 年度 ㈱熊猫 R6 年 10 月 

4 

福岡大学 

（現在は第一薬

科大学に転出） 

①在宅ケアスタッフ間連携システム KURUXA

（クルサ） 

②離院・徘徊検出システム IKUXA（イクサ） 

R4 年度 ㈱XaXaXa R7 年 4 月 

 
(3)九州・大学発ベンチャー・ビジネスプランコンテスト支援事業【自主事業】 (１，５６９千円） 

一般社団法人九州ニュービジネス協議会と連携し、九州地域の大学での研究や技術の発掘を

通じて、ベンチャー企業の創出を目指す事業を支援した。この活動では、大学生や若手研究者

に創造力やチャレンジ精神を養う機会を提供し、事業計画書の作成支援やプレゼンテーション

能力向上の育成支援も行っている。 

今年度は、九州地区の大学１３校、高専１校から計３６件の応募があった。 

第一次審査（書面審査）、第二次審査（３分間動画による審査）を経て、最終審査は１０プ

ランが審査された。 

最終審査は、九州経済産業局や福岡市、九州経済連合会などとの共催により、１１月８日

（土）にももち浜ＳＲＰホールにおいて一般公開形式で開催し、新規性、革新性、優位性、実

現可能性、市場性、表現力の観点から厳正な審査により「グランプリ」、「九州経済産業局長

賞」などの各賞を授与した。 

グランプリを獲得した九州工業大学のビジネスプラン「安全・低コストの次世代宇宙輸送

サービス～爆発リスクゼロの安全型有人飛行推進システム～」は全国大会に出場し、更なる活

躍が期待される。 

このコンテストから平成２９年以降、２２件のプランが起業に至り、さらに４件が起業準備

中と、地域発ベンチャー創出を後押しする重要な場となっている。 
 

(4)オール九州衛星データビジネス公開マッチング事業      【自主事業】 (７２９千円)  

九州地域には射場（ロケット打ち上げ施設）の立地や大学・研究機関の集積により、小型人

工衛星に関する大きなポテンシャルが存在する一方で、衛星から得られるデータの利活用は進

んでいない。 

衛星データの利活用拡大により、ひいてはスタートアップの参入を促進し、九州の製造業の

新たな市場創出にもつながっていくことが期待されるため、九州経済産業局と連携し、防災や

農林水産、インフラ管理など地域の行政課題に対する新たな解決ツールとして期待されている

衛星データの利活用を促進する。このため、先駆的に行っている事例を紹介する自治体向けセ

ミナーを 7 月８日に開催し、自治体からの具体的なニーズとそれに対応する事業者のシーズ募

集を行った。 
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その結果、４自治体の５利活用ニーズと 10 事業者から事業者シーズが提出され、その後、

ＪＡＸＡ・金融機関などのメンターの指導の下、具体的なニーズ・シーズのブラッシュアップ

を図った。その内容について２月１９日に「衛星データビジネス公開マッチング」を開催し、

衛星データ利活用の実証・事業化に向けた普及拡大を支援した。 
 

自治体向け衛星データ利活用セミナー 

日 時 令和 7 年 7 月 8 日（火）14:00～16:00 

場 所 オンライン開催 参加者 125 名 総合満足度 94% 

概 要 

衛星データは防災や農林水産、インフラ管理など地域の行政課題に対する新たな解決ツールとし

て注目されているが、具体的な活用方法がイメージしづらく、活用が進んでない状況。 

こうした中、自治体やサービスの展開事業者から、実際の事例やサービスを紹介し、利活用イ

メージを具体化させることで、衛星データの利活用を促進させるセミナーを開催。 

プログラム 

1. 開会挨拶 

2. 宇宙ビジネス公開マッチング事業紹介 

3. 取組紹介 

①佐賀県、②㈱アークエッジ・スペース、③㈱Penetrator、④九州電力㈱、⑤(一財)リモー

トセンシング技術センター 

 

衛星データビジネス公開マッチング 

日 時 令和 8 年 2 月 19 日（木）13:15～18:30 

場 所 
Garraway F 

（福岡市中央区天神） 
参加者 

170 名 

（現地69名、オンライン101名） 
総合満足度 91% 

概 要 

九州域内の４自治体の５ニーズ（南小国町、宗像市、種子島、北九州市）に対し専門家（JAXA

等）によるヒアリングを実施し、ニーズシートを作成。ニーズシートを基に衛星データ事業者か

らの提案を公募しマッチングにつなげる。 

プログラム 

1. 事例紹介 

2. 自治体・事業者プレゼン（５自治体、１０事業者） 

3. ネットワーキング 

 

(5)九州の戦略産業の振興              【国の補助事業等】(４６，３７８千円) 

① 環境・エネルギー分野             【国の補助事業等】((１６，９９６千円)) 

九州環境エネルギー産業推進機構（Ｋ－ＲＩＰ、会員数 260）の事務局として、脱炭素に

取り組む中小企業の販路拡大支援を行うとともに、ベトナム、インドネシア及び台湾における事

業展開支援などを行った。 

(ⅰ) カーボンニュートラル貢献企業販路拡大支援業務委託 

福岡市内の中小企業全体の脱炭素経営を加速させることを目的に、脱炭素に資する環境ラベル

等を取得している企業を「カーボンニュートラル貢献企業」として募集・認定し、販路拡大支援

を行った。 

具体的には、認定した 13 社に対し、販売戦略策定等を支援する専門家派遣をはじめ、東京や

福岡等で開催された展示会への出展や個別商談相手の紹介・マッチング、ピッチイベント参加な

どの支援を実施し、２月に広く取り組みを周知する成果報告会を開催した。 

なお、本事業は、福岡市の委託事業により実施した。 
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■支援したカーボンニュートラル貢献企業 13 社の対象事業・製品 

企業名 内  容 企業名 内  容 

A 社 GHG 排出量可視化ソフトウェア Ｂ社 発芽大豆フレーク 

C 社 木造施設（ZEB）、店舗併用住宅（ZEH） Ｄ社 廃棄物管理支援サービス 

E 社 CO₂回収装置 F 社 太陽光発電所の保守製品・サービス 

G 社 雨水利用システム H 社 リチウムイオン電池システム 

I 社 使用済紙おむつのリサイクルプラント J 社 環境配慮印刷サービス 

K 社 環境型竹短繊維入り土系舗装材 L 社 施設園芸向けの膜 DAC 装置 

M 社 環境に優しい印刷サービス － 
 

(ⅱ) ベトナムにおける地場企業の海外展開支援業務委託 

福岡市のグリーンテック関連企業（資源や環境の保護に資する製品や技術、サービス等を有す

る企業）のベトナムにおける事業展開を支援するため、１０月にホーチミン市で開催された展示

会「ＶＩＥＴＷＡＴＥＲ2025」に合わせ、参加企業４社と現地を訪問し出展・商談を行った。 

具体的には、訪問前に参加企業のビジネスモデルの検討支援及び事前オンライン商談を行うと

ともに、現地訪問において参加企業の事業展開ニーズを踏まえ現地コーディネータが複数抽出し

た現地企業と商談を行った。帰国後にはオンラインでアフターフォロー商談を行った。 

なお、本事業は、福岡市の委託事業により実施した。 

■「VIETWATER 2025」参加企業４社の対象事業・製品 

企業名 内  容 企業名 内  容 

N 社 ウルトラファインバブルシステム O 社 雨水利用システム 

P 社 水の再利用システム Q 社 生物を用いた水質監視装置 

 

(ⅲ) 脱炭素社会構築に向けた九州・インドネシア連携プロジェクト形成・促進事業 

脱炭素関連分野の技術を有する九州域内企業のインドネシアにおける事業展開を支援するた

め、現地コーディネータと連携し、参加企業の事業展開ニーズを踏まえ複数抽出した現地企業と

オンラインで事前商談などを行うとともに、２月には現地を訪問し商談を行った。 

具体的には、５月に温室効果ガスの削減貢献及びインドネシア市場を学ぶ勉強会を開催すると

ともに、８月に政府及び参加企業の脱炭素や温室効果ガス削減貢献の取り組みについて現地政府

機関や企業に PR するため、インドネシアを訪問しセミナーでプレゼン等を行った。その後、参

加企業の事業紹介動画を活用しつつ事前オンライン商談を重ね、２月に現地を再び訪問し商談を

行った。 

なお、本事業は、（一財）貿易・産業協力振興財団の助成事業により実施した。 
 

■２月のインドネシアミッション参加企業 5 社の対象事業・製品      

企業名 内  容 企業名 内  容 

Ｒ社 燃焼灰を用いた機能性土木資材 Ｓ社 生物を用いた水質監視装置 

Ｔ社 太陽光発電所の保守製品・サービス U 社 雨水利用システム 

Ｖ社 地盤改良機材 － 
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(ⅳ) インドネシア現地調査支援業務委託 

福岡市の地場グリーンテック関連企業の海外展開を支援するため、福岡市がインドネシアで開

催される水と環境分野の国際展示会「INDOWATER 2025」に現地参加して展示内容や出展社等

の調査を行い、今後の同展示会への地場企業との共同出展の可能性を検証するとともに、現地政

府機関や大学、企業等にヒアリングを行い、地場企業の進出可能性を調査した。 

福岡市の現地調査が円滑に行えるよう、現地コーディネータの紹介を行うとともに、現地コー

ディネータと調整し訪問調査内容の検討等の支援を行った。 

なお、本事業は、福岡市の委託事業により実施した。 
 

(ⅴ) 2050 年ネットゼロ達成に向けた九州・台湾連携プロジェクト形成・促進事業 

九州地域の循環型経済関連企業の台湾における事業展開を支援するため、１０月に台北市で開

催された展示会「Net-Zero Taiwan（台湾国際ネットゼロ見本市）」に合わせ、参加企業６社と

現地を訪問し出展・商談を行った。 

具体的には、展示会に出展し参加企業の事業・製品を PR、商談を行うとともに、現地コー

ディネータが参加企業の事業紹介動画を活用し事前にピックアップした現地企業を展示会に招き

商談を実施した。帰国後にはオンラインでアフターフォロー商談を行った。 

なお、本事業は、（公財）日本台湾交流協会の助成事業により実施した。 

■「Net-Zero Taiwan」参加企業６社の対象事業・製品 

企業名 内  容 企業名 内  容 

A 社 野菜シートの製造販売 Ｂ社 営農型太陽光発電 

C 社 燃焼灰を用いた機能性土木資材 Ｄ社 太陽光発電所の保守製品・サービス 

E 社 小水力発電 F 社 ポール式熱交換器自動洗浄装置 

 

② 医療機器・ヘルスケア分野          【国の補助事業等】((２９，３８２千円)) 
九州ヘルスケア産業推進協議会(ＨＡＭＩＱ:会員数１６５)の事務局として、地場企業の持つ

精密加工技術等を活用した医療機器分野への参入、医療・介護機関とサービス事業者のコラボ

レーション、医療機器メーカーの販路開拓・海外事業展開、医療分野・ヘルスケア分野で、売れ

る製品づくりを意識した出口戦略の強化に重点を置き、ＡＩやＩｏＴ技術の活用・サービスに

係る需要の創出等の支援を行っている。 

今年度は、令和３年度から受託・実施してきた国立研究開発法人日本医療開発機構（ＡＭＥ

Ｄ）の「地域連携拠点」事業を自主事業として行っており、開発製品の出口戦略として全国の

ものづくり企業が開発した製品を紹介するサイト MPJ（Medical Products Japan made：日本

製医療関連製品応援サイト）を立ち上げ周知を図った。 

また「ヘルスケアスタートアップ社会実装推進拠点事業（経済産業省）」では、介護・福祉

に特化した拠点として、経験豊富なコーディネータを有し、スタートアップの社会実装に向け

て開発補助や実証の場の提供など伴走支援を行った。また自治体と連携して地域の介護に関す

る課題解決にも取り組んだ。 

 
２．産業技術振興事業                                            １６９,０５６千円 

(1)オープンイノベーションによる産業技術の振興 【ＪＫＡ補助事業】（１４，２６５千円）                

九州地域におけるオープンイノベーションによるモノづくり基盤や先端技術等の事業化を通じた

イノベーションの創出に向け、ＫＯＩＣの職員とコーディネータが一緒に九州の研究開発型中小
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企業・スタートアップ企業を訪問し、技術やビジネスのニーズやシーズ（コア技術）を調査・発

掘。これらの事業化に向け、企業・大学・産業支援機関とのマッチングを図りプロジェクトメ

イク。ＫＯＩＣコーディネータがコーディネートする研究会（ブラッシュアップ研究会）で課題

解決に向けた事業計画の策定などの支援を行い、技術開発等が必要なプロジェクトは国の技術

開発補助事業等の活用を図るほか、事業化に向けた展示会出展支援を行い、入口から事業化まで

一貫した事業化支援を行った。 

※JKA：Japan Keirin Autorace Foundation。自転車・小型自動車公営競技を振興する公益法人。 

売上の一部を機械振興と公益事業の振興事業に補助している。 

① 委員会、会議等による事業統括・管理 

事業の方向性、事業の推進状況等を統括管理する事業推進委員会を開催するとともに、支援

プロジェクト毎の進捗、課題の共有を行い、互いにアドバイスを行うコーディネータ会議を開催し

た。 

委員会・会議名 開催日 概 要 

事業推進委員会 

6 月 18 日 
2025 年度機械振興チャレンジ研究調査の審査 

2023 年度 JKA 補助事業自己評価Ⅱ審議 

2 月 19 日 

2025 年度 JKA 補助事業自己評価Ⅰ審議 

2025 年度機械振興チャレンジ研究調査成果の評価 

2026 年度 JKA 補助事業の概要説明 

コーディネータ 

会議 

5 月 23 日 
2024 年度活動実績、2025 年度 JKA 補助事業概要 

コーディネート活動について 他 

10 月 28 日 
2025 年度コーディネート活動実施状況 

2026 年度 JKA 補助事業の申請内容について 他 

2 月 26 日 
2025 年度コーディネート活動実施状況 

2025 年度 JKA 補助事業自己評価Ⅰについて 他 
 

② コーディネート活動（技術ニーズの発掘、シーズとのマッチング、ブラッシュアップ研究会） 

コーディネート活動では、ニーズ調査で中小企業を数多く訪問することを目的化することなく、

支援ニーズを抱えている企業をいかに訪問・発掘し、マッチング、ブラッシュアップ研究会につ

なげていくかがポイントである。 

今年度は、終日型コーディネータ（週２日程度）１名、単発型コーディネータ 9 名の 10 名体制

でのコーディネート活動を実施した。終日型コーディネータを配置していることから、電話など

での問い合わせ、個別相談にも迅速な対応ができている。 

コーディネート活動は、コーディネータを昨年度の６名から１０名体制としたこともあり、

ニーズ・マッチング調査は８０件と年間目標５０件を上回ったものの、ニーズ調査後にコーディ

ネータが行った技術アドバイスに対する企業からの回答遅れ等により、マッチングまでに至る割

合が少なかったため、その出口であるブラッシュアップ研究会は、６件発足にとどまり、目標７

件（公募３件を除く）を１件下回る結果となった。 

なお、各プロジェクトは、ブラッシュアップ研究会の結果を踏まえ、改良・改善をフォロー

するとともに、国等の技術開発補助事業への申請および事業化に向けた支援を行っている。 
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■活動実績 

（年間目標）ニーズ調査・マッチング：50 件､ブラッシュアップ研究会発足数：7 件(公募３件を除く) 
 

③ 機械工業振興チャレンジ研究調査（公募） 

技術開発の前段階である技術課題や市場の分析を支援する大学・公設試・企業等向けの提案公募

事業では、6 件の応募があり、事業推進委員会の審議を経て下表の 3 件を採択した。 

3 件については、案件毎のブラッシュアップ研究会を開催し、事業化に向けた検討・研究を

行った。 

 研究題目 参加機関・企業 今後の予定 

1 

藍アルマイトの色制御技術に

基づいた染色クローズドルー

プシステムの構築 

大分県産業科学技術センター 

株式会社長尾製作所  

大分大学理工学部生命・物質化学プログラム 

武庫川女子大学 

九州工業大学 

今年度終了 

2 

EV 等向け CPU デバイス冷却

用銅製ピンフィンヒートシン

クの製造開発 

株式会社戸畑ターレット工作所 

ゼノー・テック株式会社 
今年度終了 

3 
AI 技術を応用した養殖海藻

の食害対策システムの開発 

熊本高等専門学校 

株式会社末松電子製作所 

熊本県水産研究センター 

今年度終了 

④展示会出展・成果報告会・セミナー 

これまでにブラッシュアップ研究会等で支援した中小企業の技術や製品等を紹介するため、展示会『モ

ノづくりフェア２０２５』に４社の出展を行うとともに、同フェアの中で「機械工業振興チャレン

ジ調査研究成果報告会」を開催し、販路開拓や業務提携等の事業展開の機会を設けた。 

また、経済産業省の OCEAN プロジェクト＊を受託している九工大と２月１８日にオープンイノ

ベーションセミナーを開催するとともに、カーボンニュートラル普及啓発や生成ＡＩ活用促進のセ

ミナー等（後述）を開催した。 

＊OCEAN プロジェクト：特定新需要開拓事業活動計画認定制度。企業と大学等が共同で実施する研究開発に

ついて、標準化と知的財産を一体的に活用する戦略（オープン＆クローズ戦略）の

策定・活用を促進するための計画認定制度。 

開催日 概 要 参加・進捗状況 

10 月 15 日～ 

10 月 17 日 

モノづくりフェア 2025 に出展 

KOIC の支援事例および九州域内中小企業の技

術や製品等を紹介し、販路開拓や業務提携等事業

展開のチャンスを広げるため出展 

（出展支援４社：i-PRO㈱、九州エレクトロン

㈱、㈱コイシ、まるは油脂化学㈱ 

フェア来場者数：合計 23,989 名 

支援企業 4 社について、 

・商談成立件数：４件 

・見積提出件数：１件 

・製品/技術 PR/知名度向上件数 

：８５件 

ニーズ調査（コア技術調査） マッチング

調査 
活動件数計 

ブラッシュアップ研究会 

発足数  支援ニーズ有 

6９ ２０ １１ ８０ 6 
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10 月 16 日 

JKA補助事業成果発表会開催（モノづくりフェア

2025内）機械工業振興チャレンジ調査研究の成

果を広く紹介 

参加者数：３３名 

2 月 18 日 
九工大とオープンイノベーションセミナー

「オープン＆クローズ戦略セミナー」を開催 

参加者数：９７名 

会場：４６名 オンライン：５１名 

 

 (2)成長型中小企業等研究開発支援事業（Ｇｏ－Ｔｅｃｈ事業） 
【国の補助事業等】（１５４，７６６千円） 

特定ものづくり基盤技術（情報処理、精密加工、立体造形等の１２の技術分野）およびＩｏ

Ｔ、ＡＩ等の先端技術を活用した高度なサービスに関する研究開発や試作品開発等の取り組みを

支援するため、企業の技術と大学・高専・公設試のシーズや専門的知見を結集して行う経済産

業省の産学連携型の技術開発補助事業を活用し、開発と事業化を目的としたプロジェクトに事

業管理機関としてマネジメントを行った。 

具体的には、今年度は４件の継続事業と１件の新規案件について、事業進捗状況などの管

理・調整役である事業管理機関として効率的な事業運営を行った。 

また、過去のサポイン事業１６件の各実施機関に事業化状況のフォローアップ調査を行った。 
 

※Go-Tech 事業：基盤技術分野の新技術・新事業開発を促進する、経産省補助事業。 

対象は中小企業・大学・高専・公設試上限３年間 9,750 万円、 

補助率：中小企業 2/3、公設試等 定額 
 

 分野 件名 補助先 実施状況 

継 
 

 
 

続 

機
械
制
御 

安全性を劇的に向上させる手術支援ロ

ボット用臓器誤接触回避システムの開発 

【令和 5 年度～令和 7 年度予定】 

Ｆ．ＭＥＤ(株) 

九州大学 

（令和 5 年度採択事業） 

今年度の計画目標は達成 

今年度で事業終了 

測
定
技
術 

家畜感染症拡大防止を目的とする現場で

迅速に判断できる高速・高感度簡易病原

体検出キットの開発 

【令和 5 年度～令和 7 年度予定】 

(株)HaKaL 

北海道大学 

熊本大学 

久留米大学 

他 1 社 

（令和 5 年度採択事業） 

今年度の計画目標は達成 

今年度で事業終了 

材
料
製
造
プ
ロ
セ
ス 

生分解可能な大豆樹脂を用いた環境性能

と耐久性を両立した路面標示塗料の研究

開発 

【令和６年度～令和８年度予定】 

田川産業(株) 

九州工業大学 

（令和６年度採択事業） 

今年度の計画目標は達成 

次年度も研究開発を継続予定 

精
密
加
工 

病理標本製作における切出し工程におい

て切断面の組織損傷を抑えることが出来

る安全性が高い切断工法の開発 

【令和 6 年度～令和８年度予定】 

(株) ファイン

テック 

他１社 

（令和６年度採択事業） 

今年度の計画目標は達成 

次年度も研究開発を継続予定 
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新 

規 

立
体
造
形 

高純度水素を大流量・高効率で抽出で

き、かつ耐久性を向上させた金属膜分

離法水素精製装置の研究開発 

【令和７年度～令和９年度予定】 

(株)ハイドロネ

クスト 

豊橋技術科学大

学 

（令和７年度採択事業） 

今年度の計画目標は達成 

次年度も研究開発を継続予定 

 

(3)他機関との連携事業                      【自主事業】 （２５千円） 

九州・沖縄地域産業連携推進会議に参加し、コーディネータや九経局、中小機構、産総研等

の関係機関と情報交換を行った。 

実施日 会議名 主な目的 

6 月９日 

10 月 27 日 

１月 29 日 

九州・沖縄地域産業技術連携推進会議 

広域連携推進検討Ｗ／Ｇ 

九州・沖縄各県公設試及び産業技術総

合研究所九州センターの広域連携に資

する事項協議及び広域連携を促進 

 

３．普及啓発事業                           ７，１５９千円 

(1)グリーントランスフォーメーション（GX）研究会    【自主事業】 (２，１１０千円) 
(うちＪＫＡ事業３５３千円含む)  

カーボンニュートラル実現に向けた中小企業の取り組み気運の醸成を図るため、昨年度に引

き続き、関係機関と連携し、ＧＸ実現のためのカーボンニュートラル普及啓発ワークショップ

を九州内２都市で開催した。 

今年度は、参加者自身が「知る→測る→減らす」の取り組みに繋げてもらうことを意図し

て、各開催地とも２回の講座形式で自社におけるＳｃｏｐｅ１及び２のＣＯ2 排出量の算定及び

削減計画の策定等の演習を行うなど内容の充実を行った。総合満足度は２か所合計で７６％と

なった。 

カーボンニュートラル普及啓発ワークショップ（1 回目） 

長崎 

開催 

日 時 令和 7 年 9 月 19 日（火）13:30～17:00 

場 所 長崎商工会議所 参加者 26 名（19 社） 総合満足度 83% 

大分 

開催 

日 時 令和 7 年 12 月 4 日（木）13:30～17:00 

場 所 iichiko 総合文化ｾﾝﾀｰ 参加者 32 名（19 社） 総合満足度 70% 

概 要 

講演ではカーボンニュートラル推進に向けた施策及び中小企業支援策などの解説を行った。 

講義及び演習では脱炭素取り組みの意義と排出量の算定方法を学習し、デモデータを使用して

Scope1、2、3 の排出量の算定を実施した。 

プログラム 
１．開会挨拶           ２．講演：九州経済産業局 

３．講義及び演習：アークエル㈱  ４．名刺交換会 

カーボンニュートラル普及啓発ワークショップ（2 回目） 

長崎 

開催 

日 時 令和 7 年 10 月 23 日（木）13:30～17:00 

場 所 長崎県市町村会館 参加者 20 名（13 社） 総合満足度 76% 

大分 

開催 

日 時 令和 8 年 1 月 20 日（火）13:30～17:00 

場 所 iichiko 総合文化ｾﾝﾀｰ 参加者 21 名（15 社） 総合満足度 74% 
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概 要 

講演では県や市の GX に向けた取り組みについて解説を行った。 

講義及び演習では自社データを使用して Scope1、2 の排出量の算定を実施し、削減計画の策定

を行った。最後にカーボンニュートラル相談窓口を紹介した。 

プログラム 

１． 講演：長崎県・大分県     ２．講義及び演習：アークエル㈱ 

３．講演：大分市（大分開催のみ） 

４．カーボンニュートラル相談窓口ご案内：中小企業基盤整備機構九州本部  ５．名刺交換会 

 

 

(2)社会課題解決のためのソーシャル・イノベーションプロジェクト 
【自主事業】（１，８４３千円）  

持続的な成長やＥＳＧ投資への対応の重要性が指摘される中で、さまざまな社会的な課題に

ついて事業を通して解決していくことは、企業価値を高めるとともに、新たな分野を切り拓く

ことにもつながる。 

このため、一般社団法人ユヌス・ジャパンと連携し、「社会課題解決のためのソーシャル・

イノベーションプロジェクト」講座を開催することにより、多くのビジネスモデルの萌芽を目

指している。今年度は学ぶ編を 1 回、実践編を５回開催し、最後の成果発表会には実践編でブ

ラッシュアップしてきた１０件のビジネスプランを発表した。 

また、ソーシャルビジネス創出を実現させるため、ＪＡＮＰＩＡ（(一財)日本民間公益活動

連携機構）の休眠預金活用事業の申請を行ったが、「採択」には至らず、再申請に向けた検討

を実施していく。 

回 開催日/場所等 概 要 

第 

1 

回 

7 月 10 日(木)13:30～16:30 

3 階大会議室 

参加者:60 名 

会場:24 名、WEB:36 名 

総合満足度:90% 

テーマ：「ソーシャルビジネスの基礎と実践を学ぶ」（講演会） 

1.「なぜ今の社会に社会起業家が求められているか」 

(一社)ユヌス・ジャパン代表理事 岡田 昌治 氏 

2.「ソーシャルビジネスケースメソッド-ケースを体験しながら学ぶ-」 

九州大学名誉教授/中村学園大学特任教授 星野 裕志 氏 

3.「前回参加者の成果事例」 

4.「福岡市スタートアップ支援について」 

福岡市経済観光文化局 創業支援課係長 松尾 彩佳 氏 

5.「地域・社会課題解決型ビジネスの創出に向けて」 

九州経済産業局総務企画部企画調査課係長 西田 健太郎 氏 

第 

2 

回 

8 月 20 日(水)14:00～17:00 

3 階大会議室 

参加者:21 名 

テーマ：「ソーシャルコンセプトをつくる(ワークショップ)」 

㈱ボーダレス・ジャパン ボーダレスアカデミー代表 半澤 節 氏 

第 

3 

回 

9 月 11 日(木)14:00～17:00 

3 階大会議室 

参加者:21 名 

テーマ：「ビジネスコンセプトをつくる(ワークショップ)」 

㈱ボーダレス・ジャパン ボーダレスアカデミー代表 半澤 節 氏 

第 

4 

回 

10 月 9 日(木)14:00～17:00 

3 階大会議室 

参加者:17 名 

テーマ：「収支計画と成長ロードマップを描く(ワークショップ)」 

PwC Japan 有限責任監査法人執行役 宮村 和谷 氏 

第 

5 

回 

11 月 13 日(木)14:00～17:00 

3 階大会議室 

参加者:19 名 

テーマ：「ソーシャルビジネスを支援する多様な資金調達」（講演

会） 

1.日本政策金融公庫創業支援部ソーシャルビジネス支援グループ  

グループリーダー 大久保 裕子 氏 

2. ㈱ボーダレス・ジャパン For Good 代表 小松 航大 氏  

3. (一財)日本民間公益活動連携機構（JANPIA） シニア・プロジェク 

ト・コーディネーター 鈴木 均 氏 
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第 

6 

回 

1 月 29 日(木)13:30～16:45 

日本経済新聞社西部支社ビル 

参加者:52 名 

「成果発表会」 

1.開会挨拶（KOIC 専務理事 今﨑正明） 

2.「今年度の取組みとソーシャル ビジネスについて」 

 ユヌス・ジャパン 事務局長 和嶋 未希氏 

3.ビジネスプランプレゼンテーション 

4.メンター他、関係者所感発表 

5.講評（KOIC 会長 瓜生道明） 

6.名刺交換会 

 

(3)若い世代の活躍促進による地域企業の競争力強化に向けた機会創出支援事業 
 【自主事業】（１，４０９千円）  

若い世代の挑戦・活躍により、競争力強化に繋げている先駆的な地域企業の取り組みを「発

掘し、増やし、発信し、繋げる」ことを目指して、九州経済産業局と連携し、事例研究、出会

い・共創の機会提供、自治体・経済団体等への政策提言の検討等を行った。 

具体的には、他機関と連携した「個を活かす組織経営改革」有識者検討会の開催や企業向

け・従業員向けアンケート、若年層・青年層向けアンケート並びに企業ヒアリングを実施し、

「個を活かす組織経営」の普及・横展開に向けたイベントを開催した。また、当センター予算

を活用した成果報告会及び若者向けネットワークイベントを開催し、最終的にはこれらの事業

成果をレポートとして取りまとめた。 

「Discover Social Career 」～九州だからこそ輝ける、自分らしい生き方～ 

日 時 令和 8 年 3 月 5 日（木）19:00～21:00 

場 所 大名カンファレンス 参加者 34 名 総合満足度 96% 

プログラム 

１．オープニング 

２．クロストーク/グループトーク 

３．質疑応答/グループトーク 

４．クロージング 

登壇者：㈱一平ホールディングス 代表取締役 村岡 浩司 氏 

NEO 福岡 会長 三木 浩江 氏 

㈱マクアケ プロジェクト推進本部セールス局 局長  

九州拠点責任者 宮田 紗良 氏 

概 要 

九州を拠点に事業や活動を展開し、地域や社会と向き合いながら挑戦を続けてきた実践者によ

るトークセッションに加え、参加者同士によるグループトーク、九州だからこそ描けるキャリア

や、自分らしい生き方・働き方について考え、語り合う機会を提供した。 

また、都市部への一極集中やキャリアの選択肢が画一する中で、「どこで、誰と、どのように

働くのか」は若い世代にとって重要なテーマであり、九州という地域に根ざしながら社会と関わ

る多様なキャリアのあり方を知り、自身のこれからを考えるきっかけとなった。 

 

個を活かす組織経営改革シンポジウム ～九州から発信する「共感」でつなぐ個と組織の成長～ 

日 時 令和 8 年 3 月 11 日（水）14:00～16:00 

場 所 オンライン 参加者 78 名 総合満足度 91% 

プログラム 

１． 基調講演：㈱働きがいのある会社研究所 代表取締役社長 荒川 陽子 氏 

２．調査報告：九州経済調査協会 調査研究部 永野 敦嗣 氏 

３．事例紹介：㈱現場サポート 代表取締役会長 福留 進一 氏 

㈱シマブン 取締役 CSO 兼海外担当 島 英雄 氏 

４．パネルディスカッション 

概 要 

 個人と組織の関係は、従来の雇用形態から柔軟な働き方や人材流動化を前提とした「選び、選

ばれる」オープンな関係へと変わりつつある。 

 九州経済産業局では、選ばれる企業となるために必要な方策について、仕事における“やりがい”

に着目した調査を行った。本シンポジウムでは、個人の仕事の“やりがい”向上の実現を企業の成長

に活かすための組織経営改革に取り組む企業事例等について紹介した。 
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(4)九州・沖縄地区国立大学法人産学官連携関連センター長等会議 

 【自主事業】（４８９千円） 

九州、沖縄地区の国立大学法人と産業界等との研究業務の円滑な連携を図ることを目的に、関

連法人と当財団がネットワークを構築し、産学官連携に関する現状と課題、協力体制等について

意見交換を行った。今年度は宮崎大学が当番校（議長）となり、参加者は９大学、５機関から２

８名が参加した。 

開催日 場 所 意見交換テーマ 

10 月 31 日 
宮崎大学 

錦本町ひなたキャンパス 

・支援人材（URA・専任教員等）の不足と高齢化 

・専門性人材（知財・法務・契約対応）の不足 

 
(5)カーボンニュートラル（ＣＮ）普及啓発事業      【自主事業】  (１，３０７千円) 

カーボンニュートラルを推進するため、九州経済連合会等と連携し、九州の再生可能エネル

ギーのポテンシャルを踏まえた産業化を産学官一体となって推進する「再生可能エネルギーの

産業化を目指すアクションプラン（九州モデル）」実現のため、九経連と連携し、展示会への

出展（次表①）、検討会・委員会を開催（次表②）した。 

また、Ｋ－ＲＩＰと連携し、カーボンニュートラルにつながる海外事業展開の支援として、

１月に環境・一次産業に関する事業を展開している企業５社（次表③）及び行政機関２者とベ

トナム・ホーチミン市等を訪問し、政府機関や現地コーディネータがピックアップした現地企

業と商談や意見交換を行った。今回、新たに水処理関係企業の事業展開を支援するため、行政

機関とも連携し水産養殖業が盛んなカントー市を訪問先に加え、現地企業との商談や地方政府

へのプレゼンを行った。 

① 展示会出展 

展示会名称 開催日 開催場所 概 要 

エコテクノ

2025 

7 月 

2 日～4 日 

西日本総合 

展示場 

（北九州市） 

・「再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ産業化推進委員会」の活動・取り組みの 

紹介 

・九州大学の大分県九重火山地下地熱構造模型、 

大分県の佐伯重工業(水素)、 

長崎県の日本財団洋上風力人材育成ｾﾝﾀｰを出展 

・全体来場者数：17,023 名 

・当ブースへの訪問者数：約 100 名 

② 会議開催 

会議名 開催日 開催場所 概 要 

再生可能エ

ネルギー産

業化推進委

員会 

第 1 回 

9 月 5 日 
九経連 

委員長：九州大学 副学長 佐々木 一成 氏 

(1)実務者会議(地熱、海洋、水素)からの報告 

(2)再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ産業化推進委員会及び実務者会議の今後の在り方に

ついて 

出席者：27 名 

第 2 回 

3 月 26 日 
九経連 

委員長：九州大学 副学長 佐々木 一成 氏 

(1)実務者会議(地熱、海洋、水素)からの報告 

(2)今後の本委員会及び実務者会議のあり方について 

出席者：26 名 
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水素エネル

ギー産業化

実務者会議 

第 1 回 

7 月 25 日 
福岡市 

座長：九州大学大学院工学研究院教授 伊藤 衡平 氏 

講演：「水素をめぐる世界の動向と九州・山口地域への期待」 

テクノバ㈱ 

「九州における余剰再エネ等ゼロエミ電源を用いた水素社 

会地域モデルの構築に向けた技術開発」 

九州電力㈱ 

「九州エリアの豊富な再エネに着目した大分市における地 

産地消水素供給ハブ構築モデル FS の概要」 

大分県 

議事：再エネ推進委員会の今後の方針と今後の実務者会議の方向性 他 

出席者：36 名 

第 2 回 

2 月 6 日 
福岡市 

座長：九州大学大学院工学研究院教授 伊藤 衡平 氏 

議事：来年度以降の実務者会議の進め方他 

出席者：27 名 

地熱･温泉

熱エネル

ギー産業化

実務者会議 

第 1 回 

8 月 26 日 

27 日 

長崎市 

座長：九州大学大学院工学研究院教授 藤光 康宏 氏 

講演：「地熱開発加速化パッケージとその進捗紹介他」 

資源エネルギー庁 

議事：アクションプランの改定について他 

出席者：32 名 

施設見学：三菱重工㈱長崎造船所 

出席者：28 名 

第 2 回 

1 月 26 日 
福岡市 

座長：九州大学大学院工学研究院教授 藤光 康宏 氏 

議事：アクションプランに関する状況報告他 

出席者：29 名 

海洋エネル

ギー産業化

実務者会議 

第 1 回 

8 月 25 日 
ｵﾝﾗｲﾝ 

座長：佐賀大学海洋ｴﾈﾙｷﾞｰ研究所教授 池上 康之 氏 

議事：海エネアクションプランに係る令和 7 年度の取組状況 他 

出席者：17 名 

第 2 回 

2 月 3 日 
ｵﾝﾗｲﾝ 

座長：佐賀大学海洋ｴﾈﾙｷﾞｰ研究所教授 池上 康之 氏 

議事：海エネアクションプランに係る令和 7 年度の取組状況 他 

出席者：23 名 

③ ベトナムミッション参加企業５社の対象事業・製品 

企業名 内  容 企業名 内  容 

A 社 営農型太陽光発電 Ｂ社 生物を用いた水質監視装置 

C 社 雨水利用システム Ｄ社 ウルトラファインバブルシステム 

E 社 
下水道施設浸水対策・汚水流入
予測 AI システム 

－ 

 
４．人材育成事業                             ５，０３８千円 

(1)九州ネクストリーダー塾               【自主事業】 （１，１５３千円） 

（うちＪＫＡ事業 ７１０千円含む） 

企業や団体の経営幹部、ネクストリーダー層を対象に、構想力や発想力の涵養、多角的な視

点の醸成、異業種の人材との人脈形成を目的とした九州ネクストリーダー塾では、昨今生み出

されているビジネスモデルの最新動向と事例紹介など次世代リーダーに必要な知見、スキルを

学ぶカリキュラムを実施している。 

令和７年度は、昨年度に引き続き、生成 AI を活用した業務改革や業務効率化に関する実践的

なワークショップを 2 期 6 回開催した。参加者は各回ともに定員を上回るほどの申し込みがあ

り、抽選により選抜を行った。また、終了後のアンケートによると非常に高い評価が得られ
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た。 

回 概 要 

第１回 

テーマ：最新 AI トレンド×即戦力 AI 活用テクニック 

講 師：古賀マネージメント総研㈱ AI サポート事業部長 古賀 義隆 氏 

第 1 期 開催日：7 月 17 日、参加者：87 名（うちオンライン参加者 53 名）、満足度：84% 

第 2 期 開催日：8 月 27 日、参加者：51 名（うちオンライン参加者 29 名）、満足度：88% 

第 2 回 

テーマ：生成 AI 基礎講座 

講 師：株式会社 QTnet  AI 事業部 AI スペシャリスト 佐伯 和広 氏 

   AI エバンジェリスト 田上 天羽 氏 

第 1 期 開催日：7 月 29 日、参加者：30 名、満足度：87% 

第 2 期 開催日：9 月 3 日、参加者：26 名、満足度：88% 

第 3 回 

テーマ：最新 AI 応用講座 

講 師：株式会社 QTnet AI 事業部  AI スペシャリスト 佐伯 和広 氏 

   AI エバンジェリスト 田上 天羽 氏 

第 1 期 開催日：8 月 6 日、参加者：29 名、満足度：84% 

第 2 期 開催日：9 月 17 日、参加者：24 名、満足度：87% 

 

(2)若手研究者海外研究交流支援事業           【自主事業】 （３，８８４千円） 

電力・エネルギー分野における九州の若手研究者の国際的な感覚や海外との人的ネットワー

ク構築により九州の研究分野のグローバル化を図ることを目的に、大学・高専に所属する工学

系・理学系の若手研究者の長期・短期留学および国際研究集会参加を支援している。 

今年度は、外部委員で構成する選考委員会で選考の結果、後期の短期国外留学に１名、国際

研究集会参加に７件の研究内容を、次年度前期の国際研究集会参加に１件の研究内容について

助成を決定した。 

派遣した研究者からは、帰国報告として報告書提出を求め、研究・発表内容の公表及び情報

共有を行っている。 

区分 研究件名/研究者所属・役職 渡航先 
渡航期

間 

助成金額

(千円) 

（前期） 

短期国外留学 

「分子ﾙﾋﾞｰ」錯体を基盤とした持続可能な光ｴﾈﾙｷﾞｰ変換材

料の開発 

（九州大学大学院 工学府 修士課程 2 年） 

ﾏｲﾝﾂ 

(ﾄﾞｲﾂ) 
3 か月 1,000 

（前期） 

国際研究集会 

逆 SK ﾓｰﾄﾞを用いたｻﾌｧｲｱ基板上への Zn1-xMgxO 単結晶薄

膜成長:ﾊﾞｯﾌｧｰ層堆積速度の影響 

（九州大学大学院 ｼｽﾃﾑ情報科学府 修士課程 1 年） 

ｴｸｽｱﾝﾌﾟﾛ

ｳﾞｧﾝｽ 

(ﾌﾗﾝｽ) 

8 日間 320 

電気二重層ｷｬﾊﾟｼﾀにおける Mg ｲｵﾝの脱溶媒和に有効なｶｰﾎﾞ

ﾝ細孔構造の解明 

（長崎大学大学院 総合生産科学科 助教） 

ﾎﾟﾙﾄ 

(ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ) 
9 日間 350 

（後期） 

短期国外留学 

疎水性深共晶溶媒を用いた白金族金属の回収と水素発生電

極への応用 

（九州大学大学院 工学府 博士後期課程 2 年） 

ｱｳﾞｪｲﾛ 

(ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ) 
3 か月 1,050 

（後期） 

国際研究集会 

不均一磁場下におけるｽﾋﾟﾝ波の非線形ﾏﾙﾁﾓｰﾄﾞ励起に関す

る研究 

（九州大学大学院 理学府 修士課程 2 年） 

済州島 

(韓国) 
6 日間 120 

電子移動の自在制御を実現するｼｱﾝ化物ｲｵﾝ架橋金属錯体の

開発 

ﾊﾉｲ 

(ﾍﾞﾄﾅﾑ) 
6 日間 130 
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（熊本大学大学院 先端科学研究部 准教授） 

超伝導回転機の電機子ｺｲﾙにおける REBCO ﾃｰﾌﾟを用いた 6

並列導体の転位構成法の有効性評価 

（都城工業高等専門学校 電気情報工学科 助教） 

ﾎﾟﾙﾄ 

(ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ) 
5 日間 270 

金属酸化物ｸﾗｽﾀｰの集積化による多孔性材料の構築と触媒･

吸着機能への応用 

（九州大学 中央分析ｾﾝﾀｰ 准教授） 

ｼｶｺﾞ 

(米国) 
6 日間 240 

平面ﾎｳ素化合物を有するﾙﾃﾆｳﾑ(Ⅱ)錯体の合成と二酸化炭

素光還元 

（長崎大学大学院 工学研究科 博士後期課程 1 年） 

ﾎﾉﾙﾙ 

(米国) 
6 日間 200 

Ni 基超合金 718 の析出物における水素ﾄﾗｯﾌﾟ解析:第一原理

計算および水素量測定 

（九州大学大学院 工学府 修士課程 2 年） 

ﾌﾝｼｬﾙ他 

(ﾎﾟﾙﾄｶﾞﾙ) 
8 日間 280 

多ﾁｬﾝﾈﾙ高速ﾜｲﾔﾚｽ通信用広帯域ﾌｫﾄﾐｷｼﾝｸﾞﾍﾞｰｽ THz 送信器 

（九州大学大学院 ｼｽﾃﾑ情報科学府 博士後期課程 3 年） 

ｹﾍﾞｯｸ 

(ｶﾅﾀﾞ) 
7 日間 300 

（次年度・前期） 

国際研究集会 

未利用資源の有効活用に向けた石炭地下ｶﾞｽ化の現場実証:

露天掘り鉱山における未採掘石炭層での実証実験 

（九州大学大学院 工学府 博士後期課程 1 年） 

ﾘﾏ 

（ﾍﾟﾙｰ） 
6 日間 350 

R7 年度助成金額合計 4,260 千円 

 

５．情報発信事業                            １，5２７千円 

(1)デジタルメディアを活用した情報発信           【自主事業】（９６０千円） 
情報を探し易く・使い易いホームページとなるよう不断の改善を行うとともに、メールマガジ

ンおよびＦａｃｅｂｏｏｋ、ＹｏｕＴｕｂｅ等のＳＮＳも活用し、イベント・セミナー情報、関

連施策等の公募情報等の発信を行った。 

また、新たにホームページにイベント等の実績を紹介するコーナーを設置し、メールマガジン

との連携を図りながらスライド形式の動画を掲載して活動内容の PR を行った。 

イベント・セミナー等は、より多くの皆様に参加いただけるよう、ハイブリット形式での開催

にも積極的に取り組んだ。 

                               令和８年 3 月末現在 

主な内容 
HP 更新：65 回、メルマガ配信（定期）：21 回、メルマガ配信（事業個別）： 

92 回、Facebook 配信：35 回、活動実績 PR スライド：9 回（再掲）、他 

 

(2)活字媒体等を活用した情報発信               【自主事業】（５６７千円） 

ＫＯＩＣの活動内容と成果をまとめたＫＯＩＣ年報（Ｙｅａｒ Ｂｏｏｋ2024）を作成し、役

員や賛助会員等に配布を行った。 

また、KOIC ロゴ入り不織布バッグを制作しイベント等で活用した。 

 
 
 

  



                   令和７年度事業実績 対予算比較表 （参 考）

Ⅰ 事業費用

(1) 世界のオープンイノベーション拠点との交流事業 893 4,000 △ 3,107
(2) 九州・大学発ベンチャー育成支援事業 5,325 8,909 △ 3,584
(3) 九州・大学発ベンチャー・ビジネスプランコンテス 1,569 1,600 △ 31

ト支援事業
(4) オール九州衛星データビジネス公開マッチング事業 729 1,800 △ 1,071
(5) 九州の戦略産業の振興 46,378 44,654 1,724

      小    計 54,893 60,963 △ 6,070

(1) オープンイノベーションによる産業技術の振興 13,879 18,570 △ 4,691
（JKA補助事業）

(2) 150,578 122,524 28,054
(3) 25 50 △ 25

      小    計 164,482 141,144 23,338

(1) グリーントランスフォーメーション（GX）研究会 1,757 1,635 122

(2) 社会課題解決のためのソーシャル・イノベーション 1,843 2,000 △ 157

プロジェクト
(3) 若い世代の活躍促進による地域企業の競争力強化に 1,409 2,000 △ 591

向けた機会創出支援事業
(4) 九州・沖縄地区国立大学法人産学官連携関連セン 489 500 △ 11

ター長等会議
(5) カーボンニュートラル（CN）普及啓発事業 1,307 2,000 △ 693

      小    計 6,806 8,135 △ 1,329

(1) 九州ネクストリーダー塾 444 2,181 △ 1,737
(2) 若手研究者海外研究交流支援事業 3,884 6,000 △ 2,116

      小    計 4,328 8,181 △ 3,853

(1) デジタルメディアを活用した情報発信 960 2,000 △ 1,040
(2) 活字媒体等を活用した情報発信 567 1,000 △ 434

      小    計 1,527 3,000 △ 1,474

232,035 221,423 10,612

成長型中小企業等研究開発支援事業（Go-Tech事業）

（単位：千円）
事業内容 決算額 予算額 差  異

 1 振興支援事業

 2 産業技術振興事業

 ３ 普及啓発事業

（注）消費税関連費用等を除く。

他機関との連携事業

 ４ 人材育成事業

 ５ 情報発信事業

実施事業 計

-18-
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Ⅱ 役員会等に関する事項 

１ 理事会  

ｏ 第１回理事会〔令和７年 ４月２８日〕(書面開催) 

 ・決議事項 ：  (1) 参与４名の選任 (2) 企画委員２名の選任 (3) 評議員会の決議の省略 

(4) 評議員会の決議事項 

ｏ 第２回理事会〔令和 7 年 ６月１２日〕 

 ・決議事項 ：  (1) 令和６年度事業報告書 (2) 令和６年度決算報告書 (3) 令和６年度    

公益目的支出計画実施報告書  (4) 令和７年度定時評議員会の日時、場所及び議題

(5) 公印押なつの省略 

 ・報告事項 ： (1) 令和６年度資産運用実績報告 (2) 2025 年度自転車等機械振興事業に

関する補助金交付決定内容 (3) 職務執行状況報告 

ｏ 第３回理事会〔令和７年 ９月１２日〕(書面開催) 

 ・決議事項 ： (1) 参与１名の選任  

ｏ 第４回理事会〔令和７年１２月１８日〕(書面開催) 

 ・決議事項 ： (1) 企画委員２名の選任 

ｏ 第５回理事会〔令和８年 １月２８日〕(書面開催) 

 ・決議事項 ： (1) 評議員会の決議の省略 (2)評議員会の決議事項 

ｏ 第６回理事会〔令和８年 ２月１６日〕(書面開催) 

・決議事項 ： (1) 令和７年度第４回評議員会の日時、場所及び議題 

ｏ 第７回理事会〔令和８年 ３月１２日〕 

・決議事項 ： (1) 令和８年度事業計画（案） (2) 令和８年度収支予算(案)  (3) 役員等賠償責

任保険の締結 (4) 評議員１名の選任 

・報告事項 ： (1) 令和７年度事業の経過  (2) 令和７年度決算見通し (3) 職務執行状況報告 

２ 評議員会  

ｏ 第 1 回評議員会〔令和７年 ５月１４日〕(書面開催) 

 ・決議事項 ： (1) 理事２名の選任 (2) 監事１名の選任 

ｏ 定時評議員会 〔令和７年 ６月３０日〕 

 ・決議事項 ： (1) 令和６年度決算報告書   

 ・報告事項 ： (1) 令和６年度事業報告書 (2) 令和６年度公益目的支出計画実施報告書 

ｏ 第３回評議員会〔令和８年 ２月１０日〕(書面開催) 

 ・決議事項 ： (1) 理事１名の選任 

ｏ 第４回評議員会〔令和８年 ３月３０日〕 

・決議事項 ： (1) 令和８年度事業計画(案)  (2) 令和８年度収支予算(案)  (3) 評議員１名の

選任  

・報告事項 ： (1) 令和７年度事業の経過  (2) 令和７年度決算見通し  

３ 企画委員会〔令和８年２月２５日〕（書面開催） 

 ・令和７年度事業の経過(案)、令和８年度事業計画(案) 
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Ⅲ 当財団の概況 

１ 設立年月日等 

   昭和６０年 ６月１４日  財団法人設立(名称：九州産業技術センター) 

   平成２４年 ４月  １日  一般財団法人移行 

     令和 ２年 ４月 １日  九州オープンイノベーションセンターへ名称変更 

（九州産業技術ｾﾝﾀｰを存続法人、九州地域産業活性化ｾﾝﾀｰ 

を消滅法人とする合併による） 

２ 定款に定める目的 

この法人は、九州地域において、オープンイノベーション等による産業技術の振興及び   

新事業の創出に関する諸事業を総合的かつ効率的に推進することにより、九州地域の活性化を

図り、もって我が国経済の健全な発展に寄与することを目的とする。 

３ 定款に定める事業内容 

(1)  イノベーション等に関する情報の収集及び提供 

(2)  産業技術の振興に関する支援 

(3)  新事業の創出に関する支援 

(4)  その他この法人の目的を達成するために必要な事業 

４ 会員の状況  

(注）・基金、賛助双方の会員は 38 法人 

・賛助会員は休会 85 法人を除く 

 

 

 

５ 主たる事務所 

福岡県福岡市博多区博多駅東二丁目１３番２４号 

 

６ 役員等に関する事項（令和８年 3 月 31 日現在） 

（1） 理事  

代表理事   瓜 生 道 明 （九州電力㈱ 特別顧問） 

     専務理事    今 﨑 正 明  常勤 

     常務理事     山 田 真 治    常勤 

    常務理事    原     正  常勤 
兼事務局長     

種 類 当年度末 前年度末比増減 

基 金 会 員 ２７７法人   ０ 

賛 助 会 員   ７3 法人  △４ 

合  計 ３５０法人  △４ 
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     理    事   和 泉 晃 二  (トヨタ自動車九州㈱ 開発領域領域長)  

      〃     京 谷 忠 幸 （㈱ピーエムティー 代表取締役） 

        〃     坂 本 達 宣  （㈱坂本石灰工業所 会長） 

        〃     田 口  智 之  （ＴＯＴＯ㈱ 取締役専務執行役員）  

        〃     永 田 潔 文  （学校法人福岡大学 学長） 

〃     平 田 慶 介  （㈱福岡銀行 取締役常務執行役員） 

       〃     松 本 恭 子 （九州商工会議所連合会 常任幹事） 

〃     溝 口 敬 義  (西部ガス㈱ 取締役常務執行役員)   

        〃     山 根 久 資 （九州旅客鉄道㈱ 常務執行役員 総務部長） 

（2） 監事  

高 濱   豊  （㈱肥後銀行 執行役員 九州ｴﾘｱﾌﾞﾛｯｸ長兼福岡支店長） 

濱 平 憲 一 （九州電力㈱ ﾋﾞｼﾞﾈｽｿﾘｭｰｼｮﾝ統括本部 業務本部部長（経理担当）） 

（3） 評議員  

    井 上 和 之 （㈱西日本シティ銀行 執行役員 法人ソリューション部長） 

岡 松 宏 治 （九電テクノシステムズ㈱ 代表取締役社長） 

谷 本   潤  (国立大学法人九州大学 理事・副学長) 

    土 屋 直 知 （㈱正興電機製作所 代表取締役会長） 

    縄 田 真 澄  （（公財）九州経済調査協会 理事長） 

    堀 江  広 重 （（一社）九州経済連合会 専務理事） 

    森   慎 二 （西日本鉄道㈱ 常務執行役員） 

安 川   仁 （㈱クラフティア 上席執行役員） 

山 本 哲 義 （㈱安川電機 執行役員 生産本部長） 

（4） 顧問          

        服 部 誠太郎 （福岡県知事） 

    山 口 祥 義 （佐賀県知事） 

大 石 賢 吾 （長崎県知事） 

木 村   敬 （熊本県知事） 

佐 藤 樹一郎 （大分県知事） 

河 野 俊 嗣 （宮崎県知事） 

塩 田 康 一 （鹿児島県知事） 

武  内 和 久 （北九州市長） 

高 島 宗一郎 （福岡市長） 

大 西 一 史  （熊本市長） 
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（5）参与  

稲 富 英 夫 （㈱佐賀銀行 営業統括本部 地域支援部副部長） 

上 山 眞太郎 （㈱鹿児島銀行 福岡支店長兼地域支援部福岡事務所長） 

島   丈 晴 （㈱十八親和銀行 福岡営業部 営業部長） 

武 田 崇 人 （三菱重工業㈱ エナジードメイン 九州火力部 部長） 

長 友 勇 生 （㈱宮崎銀行 福岡支店長） 

平 田 和 久 （㈱筑邦銀行 執行役員 福岡営業部長兼赤坂門支店長） 

森 川 雄 介 （NTT 西日本㈱ 九州支店 ビジネス営業部長） 

吉 武 慎 也 （㈱大分銀行 福岡支店兼博多支店 支店長） 

（6）企画委員  

谷  本   潤 （国立大学法人 九州大学 理事・副学長） 

中牟田    晃  （国立大学法人 九州工業大学 ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ本部 産学ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ ｾﾝﾀｰ長） 

青 木 茂 久 （国立大学法人 佐賀大学 理事・副学長） 

喜 安 千 弥 （国立大学法人 長崎大学 情報データ科学部・大学院総合生産科学研究科 教授） 

金 岡 省 吾  （国立大学法人 熊本大学 副学長(地方創生・地域連携担当)) 

劉     孝 宏 （国立大学法人 大分大学 理工学部理工学科・機械工学プログラム 教授） 

明 石   良 （国立大学法人 宮崎大学 理事・副学長） 

川 畑  秋 馬 （国立大学法人 鹿児島大学 大学院理工学研究科 教授） 

久保田   純  （学校法人 福岡大学 工学部化学システム工学科 産学官連携ｾﾝﾀｰ長 教授） 

倪   宝 栄  （学校法人 福岡工業大学 副学長 総合研究機構長） 

村 田 賢 彦 （国立研究開発法人産業技術総合研究所 九州センター 産学官連携推進室 室長） 

松 本 一 道 （九州電力㈱ テクニカルソリューション統括本部 総合研究所 執行役員・所長） 

古 閑 裕一郎 （西部ガス㈱  経営企画部 部長） 

秦   啓 二 （日本製鉄㈱ 九州製鉄所 生産技術部 部長） 

大 石 邦 嗣 （ＮＴＴ西日本㈱ 九州支店 ビジネス営業部 ビジネス推進部門 部門長） 

  武  田  崇  人 （三菱重工業㈱ エナジードメイン 九州火力部 部長） 

前 田 宗  茂 （㈱安川電機 技術開発本部 技術連携推進部 部長） 

岡 田 拓 也 （デンカ㈱ 大牟田工場 セラミックス研究部 部長） 

案 浦 浩 二 （（公財）九州経済調査協会 業務部 部長） 

久 保 文 一 （（一社）九州経済連合会 経営企画室 室長） 

荒 牧 敬 次  （（公財）九州先端科学技術研究所 専務理事・副所長） 
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７ 職員に関する事項  

職  員  数 前年度末比増減 

計 19 名 0 名 

 （注）常勤理事３名、他の機関からの出向者を含む。 

８ 収支及び正味財産増減の状況並びに財産の推移                    

      事業年度 
  
区分 

３年度 4 年度 5 年度 ６年度 7 年度 

経 常 収 益 283,424 197,478 283,203 303,420 322,877 

経 常 費 用 307,317 236,885 316,420 345,407 329,381 

評 価 損 益 等 調 整 前 
当 期 経 常 増 減 額 △23,893 △39,407 △33,217 △41,988 △6,504 

評 価 損 益 等 64,062 5,670 69,521 △30,490 30,530 

当 期 経 常 外 増 減 額 10,307 5,345 0 4,846 △215 

当期一般正味財産増減額 50,462 △28,392 36,303 △67,631 23,811 

一般正味財産期末残高 1,086,041 1,057,649 1,093,953 1,026,321 1,050,132 

当期指定正味財産増減額 0 0 0 0 0 

指定正味財産期末残高 330,000 330,000 330,000 330,000 330,000 

正 味 財 産 期 末 残 高 1,416,041 1,387,649 1,423,953 1,356,321 1,380,132 

資 産 合 計 1,585,457 1,438,812 1,469,728 1,407,508 1,411,613 

負 債 合 計 169,416 51,163 45,775 51,186 31,481 

正 味 財 産 1,416,041 1,387,649 1,423,953 1,356,321 1,380,132 

 

〔参考〕基本財産運用益及び特定資産運用益の推移              

      事業年度 
 区分 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 

基 本 財 産 運 用 益 1,631 1,503 1,518 2,461 4,487 

特 定 資 産 運 用 益 43,180 35,998 32,377 27,569 31,251 

合 計    44,811    37,502 33,894 30,030 35,738 

  ９ その他 

    令和７年度事業報告には、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」     

第３４条第３項に規定する附属明細書「事業報告の内容を補足する重要な事項」が存在しない

ので作成しない。 

（単位：千円） 


